













































































































ガータイプの自閉症、AD/HD:（Attention Deficit / Hyperactivity Disorder:











































































































































































3~5 年 2 人
5~9 年 4 人





































































後の 1947（昭和 22）年当時は全国で 4,819 施設だったのが、16,537 施設（現在、

























































































































































































































































もある 1971 年に J,ロールズが発表した「正義論」では、まさしくこの点につ
いて「各人は、誕生したときにある特定の社会の、ある特定の地位に自分が置
かれており、」さらに「この地位の特性は、そのひとの人生の見通しに実質的
な影響を与える」ことを問題にしている 21）。わが国の社会福祉、特に障がいを
もつ人たちへ福祉に、この指摘を照らし合わせると、いかにこの指摘に対する
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検証が学術、臨床の場で行なわれずにいたかが明白となる。わが国においても
柴田周二氏は「生活者」という視点から、岡村重夫氏の社会福祉学に対して「～
（中略）抵抗としての人権・ニード論を、単なる心理学や社会学の概念ではなく、
より体系的な研究によって実証し、基本的人権を社会福祉学の倫理として位置
づけることが必要 22）」と指摘している。この指摘は、今も片付けられていない
課題として存在している。
本論では、障がいをもつ人たちが利用する施設長の語りを通じて、現在の福
祉サービス、社会福祉の意義について考察をしてきたが、確実に施設は物理的
にも精神的にも変容の様相を呈しており、これまでの「保護」「自立（自律）」「権
利擁護」という支援のロジックだけでは、その目的を達することは不可能であ
ることが分かった。障がい者施設が、今後どのように障がいをもつ人たちへの
支援を行い、生活の場として存在できるのかは今後の施設に関わる人たちの意
識と行動が、その方向性を決めることになることが明白である。最後に、この
ような局面で施設が取るべき一つの選択として、わが国ではいまだに法として
存在していない「障がい者差別禁止法」の創設に施設に関わる人たちが積極的
に取り組むことが必要である。現在の障害者基本法では、行政サービスを規定
する上では、有効なものであるが、障がいをもつ人たちが、地域で生きていく
なかでは、行政がいくらサービスを整備しても、改善しきれないことは多くあ
る。それは、人々の意識や民間・社会一般の障がいをもつ人たちへの対応であり、
民間施設、民間企業、個々人同士の間で、様々な差別を経験し、悔しい思いを
してきた人たちが多く存在する。また、既存の福祉サービス提供を受ける必要
のない障がいをもつ人々、福祉サービスを受けることが認められていないため
に、障害者手帳などが交付されずに障がいをもつ人と認定されない人も、何ら
かの社会的差別を経験している。そのような状況に、施設が積極的に関わり、
改善への行動を社会に示すことが今後の施設のあり方だと信じている。
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